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１．道路橋の維持管理に求められる技術 

道路橋の維持管理には、道路橋が道路ネットワー

クの一部を構成する構造物としての性能を発揮し続

けるため、適時適切な対応が求められる。この時、

個別の架橋条件を踏まえて構造物の現況や将来状態

を予測し、必要な対策を判断することが求められる

点や、ほとんどの場合これらを限られた情報のみに

基づいて行うことが求められる点において、一般に

維持管理には新設よりも高度な技術力が求められる

と考えられる。 

 橋梁研究室では、道路橋の維持管理に関する技術

移転のための取組として、道路管理者からの要請に

よる技術相談への対応、地方整備局等職員の研究室

への併任、様々な研修・講習会への講師派遣等を行

ってきている。本稿では、これらのうち近年の主な

取組を紹介する。 

２．地方整備局等職員の研究室での併任業務 

 道路構造物の維持管理の実務を担う地方整備局等

（以下、地整）の職員のうち、将来各地整で指導的

役割を担う職員の技術力向上のため、研究室での併

任業務の取組を行っている。本取組は平成25年度か

ら実施しており、これまでに計11名が、約3か月間の

併任期間において研究室の業務に従事した。 

 

写真 併任職員の活動（現地調査） 

併任期間中の技術相談対応や現地調査への参加や

各種要領等の原案作成等を通じて、地整職員が維持

管理の考え方や専門知識を習得することを狙いとし

ている。 

３．直轄診断（地方公共団体対象）への職員派遣 

5年に1回の頻度で近接目視による点検を行うこと

を基本とすることを定めた道路の維持修繕に関する

省令が平成26年7月に施行された。地方公共団体への

更なる支援が求められる中、平成26年度は、従来の

技術相談への対応に加え、地方公共団体への支援策

として地整の職員等で構成する「道路メンテナンス

技術集団」が実施する「直轄診断」に職員を派遣し

た。今年度は全国3橋の直轄診断に職員を派遣した。 

 直轄診断では、道路メンテナンス技術集団の一員

として現地調査を行うとともに、地方公共団体への

技術的助言のとりまとめに貢献している。 

 

写真 直轄診断における現地調査 

４．技術移転の取組による技術水準の向上 

 以上をはじめとする取組を通じて、地整職員や地

方公共団体への技術移転が進むのみならず、研究室

職員の技術水準の向上も実現されている。今後も、

我が国の道路の老朽化対策に資する技術移転の取組

に積極的に取り組んでゆく所存である。 
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１．土砂災害発生時の技術支援の必要性について 

崩壊や土石流は周辺の地形を変え、災害後も拡大

崩壊や流路の侵食堆積等に伴う被害の拡大が懸念さ

れる。また、土砂災害の場合、人的被害を伴うこと

が多く、応急対策や捜索活動が急がれる。これらの

実施にあたっては安全を確保することが必要であり、

二次災害の危険性について技術的判断が必要となる。

一方、全国で毎年約1,000件もの土砂災害が発生して

いるが、地域的・経年的に発生件数の差が大きい（図）。

そのため、地方自治体等の経験にも差があり、国総

研に対して技術支援が求められることが多い。 

 

２．2014年に発生した土砂災害と技術支援 

技術支援の内容は、危機管理体制の整備や応急対

策工法検討への助言、災害調査の指導など多岐に渡

る。また、災害発生から応急復旧の目途がつく段階

まで、支援が必要となる期間が長期に及ぶ場合もあ

る。そのため、（独）土木研究所（土研）と連携し

地方自治体や地方整備局への支援を実施している。  

2014年は、神奈川県横須賀市、長野県南木曽町、

山口県岩国市、広島市、御嶽山（長野県・岐阜県）

で土砂災害が発生した際に、国総研と土研合わせて

延べ202人が現地に赴き技術支援を行った。 

このうち、8月20日に広島市で発生した土砂災害で

は、限られた範囲に3時間雨量で200mm以上となる強

い雨が降り、未明から明け方にかけて同時多発的に

土石流やがけ崩れが発生し、山麓緩斜面部に開発さ

れた住宅地で集中して多くの被害が発生した。 

災害発生直後から自衛隊・消防・警察による行方

不明者の捜索活動や住民等による土砂搬出・土嚢設

置などの応急対策が行われた。国総研はTEC-FORCE

による災害調査の指導、広島市の危機管理体制への

助言、関係機関による捜索活動について安全管理上

の助言（写真）など、二次災害防止のため天候の変

化や応急対策の進捗に応じた助言や調査を行った。 

 

３．今後の取り組みについて 

 国総研では、平素の研究成果を災害時のコンサル

ティングに役立てるとともに、災害対応から得られ

る課題について防災・減災に繋げたいと考えている。 

【参考】 

1) 松下・藤村：平成26年8月広島市土砂災害調査報告、土

木技術資料，Vol56，No.11，p.4-7，2014 

 
写真 警察・消防へ安全管理上の留意点を説明 
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図 地域的・経年的な土砂災害発生件数の違い 

（国土交通省砂防部調べ） 

四国地方整備局撮影 

写真中央が国総研研究官 
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